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○南相馬市サービスエリア利活用拠点施設条例施行規則 

平成２６年９月３０日 

規則第２７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南相馬市サービスエリア利活用拠点施設条例（平成２６年南相馬市条

例第２８号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用許可の申請） 

第２条 条例第７条第１項の規定により、南相馬市サービスエリア利活用拠点施設（以下「拠

点施設」という。）の利用許可を受けようとする者（以下「利用業者等」という。）は、

サービスエリア利活用拠点施設（施設・設備器具）利用許可申請書（様式第１号。以下「申

請書」という。）を指定管理者に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による利用許可の申請は、利用しようとする日の６月前から受け付けるもの

とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合で、拠点施設の管理運営

上支障がないと認めたときは、前項に定める期間の前においても利用の申請をすることが

できる。 

(1) 市が主催又は共催する事業で利用するとき。 

(2) その他市長が特に必要と認めるとき。 

（利用の許可） 

第３条 指定管理者は、前条第１項の申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、サービスエリア利活用拠点施設利用許可書（様式第２号。以下「利用許可書」

という。）を利用業者等に交付するものとし、不適当と認めるときは、その旨を利用業者

等に通知するものとする。 

（許可事項の変更等） 

第４条 条例第７条第１項の規定により指定管理者の許可を受けた利用業者等は、利用許可

事項の変更又は利用許可の取消しをしようとするときは、サービスエリア利活用拠点施設

利用（変更・取消）申請書（様式第３号。以下「利用（変更・取消）申請書」という。）

により、指定管理者の承認を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の規定による利用（変更・取消）申請書の提出があったときは、そ

の内容を審査し、利用許可された事項の変更又は利用許可の取消しを承認するときは、サ

ービスエリア利活用拠点施設利用（変更・取消）承認書（様式第４号）を利用業者等に交

付するものとし、承認しないときは、その旨を利用業者等に通知するものとする。 

３ 前項の規定により、利用料金に不足が生じるときは、利用業者等は当該不足分を直ちに

納付しなければならない。 

（利用許可の取消し等） 

第５条 指定管理者は、条例第９条の規定により、利用の許可を取り消し、又は利用を制限

し、若しくは停止するときは、サービスエリア利活用拠点施設利用（取消・制限・停止）

決定書（様式第５号）により通知するものとする。 
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（特別設備等の申請等） 

第６条 利用業者等は、条例第１１条第１項の規定により、特別の設備等を設置しようとす

るときは、サービスエリア利活用拠点施設特別設備等設置許可申請書（様式第６号。以下

「設置許可申請書」という。）により、指定管理者の承認を得た上で、市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による設置許可申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

申請を許可するときは、サービスエリア利活用拠点施設特別設備等設置許可書（様式第７

号）を利用業者等に交付するものとし、許可しないときは、その旨を利用業者等に通知す

るものとする。 

３ 市長及び指定管理者は、拠点施設の管理上必要があると認めるときは、前項の許可をす

る際にその利用について条件を付すことができる。 

（利用料金の減免及びその手続） 

第７条 条例第２６条の規定による利用料金の減額又は免除は、次に掲げるところによる。 

(1) 国、地方公共団体、その他公共団体が主催し、又は共催して行う事業及び公共的団体

が公共的事業に使用するとき 全額 

(2) 市が後援する事業に利用するとき ５割 

(3) その他市長が特に必要と認めるとき 市長が定める額 

２ 前項の規定により利用料金の減額又は免除を受けようとする利用業者等は、第２条第１

項の申請書を提出する際に、併せてサービスエリア利活用拠点施設利用料金減免申請書（様

式第８号）を指定管理者に提出しなければならない。 

（利用料金の返還） 

第８条 条例第２７条ただし書の規定により、利用料金を返還する場合は、次の各号に掲げ

る場合とし、返還する額はそれぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 指定管理者において施設の管理上必要が生じたことにより利用の許可を取り消した

とき 既納の利用料金の全額 

(2) 利用者の責めによらない理由により施設を利用できないとき 指定管理者が市長と

協議して定める額 

(3) 利用開始の日前１０日までに利用の取り消しについて届け出があったとき 全額 

(4) 利用開始の日前１０日までに許可事項の変更の申請があり、指定管理者の許可を受け

たとき 変更部分に相当する額 

２ 前項の規定により、利用料金の返還を受けようとする利用業者等は、サービスエリア利

活用拠点施設利用料金返還申請書（様式第９号）を指定管理者に提出しなければならない。 

（利用業者等の遵守事項） 

第９条 利用業者等は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 申請の目的以外に利用しないこと。 

(2) 利用許可を受けていない施設を利用しないこと。 

(3) 施設及び設備器具（以下「施設等」という。）を丁寧に取り扱い、毀損しないこと。 

(4) 利用中に火災その他重大な事故が発生したときは、速やかに適切な措置を講ずるとと
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もに、指定管理者に通報し、その指示に従うこと。 

(5) 施設等の利用を終了したときは、利用した施設等の整理及び清掃を行い、指定管理者

の点検を受けること。 

(6) その他指定管理者の指示に従うこと。 

（損傷等の届出） 

第１０条 利用業者等は、施設等を毀損し、又は滅失したときは、速やかに指定管理者に届

け出なければならない。 

（係員の立入り） 

第１１条 指定管理者は、管理上必要と認めるときは、指定した職員を利用している施設に

立ち入らせることができる。この場合において、利用業者等は、当該職員の立入りを拒む

ことはできない。 

（公募に明示する事項） 

第１２条 市長は、条例第１５条の規定により指定管理者の公募を行うときは、次に掲げる

事項をあらかじめ明示するものとする。 

(1) 拠点施設の概要 

(2) 指定管理者が行う管理の基準 

(3) 指定管理者が行う業務の範囲及び具体的内容 

(4) 指定の期間 

(5) 利用料金に関する事項 

(6) 市が支払うべき管理の費用（以下「指定管理料」という。）に関する事項 

(7) 申請者の資格要件 

(8) 申請方法及び選定の基準 

(9) その他市長が必要と認める事項 

（指定申請書の提出等） 

第１３条 条例第１７条第１項の規定により指定管理者の指定を受けようとする法人その他

の団体（以下「団体」という。）は、指定管理者指定申請書（様式第１０号）に次に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 管理業務に係る事業計画書及び収支予算書 

(2) 定款、規約その他これらに類する書類 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 団体の経営状況等を説明する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（選定結果の通知） 

第１４条 市長は、条例第１７条第２項の規定により、指定管理者の候補者を選定したとき

は、速やかに選定結果を申請団体に通知しなければならない。 

（協定書に定める事項） 

第１５条 条例第２０条の規定により協定で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 
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(2) 拠点施設の管理に関する事項 

(3) 利用料金に関する事項 

(4) 指定管理料に関する事項 

(5) 事業報告に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) 管理の業務に関し知り得た個人情報の取扱いに関する事項 

(8) 管理の業務に関し保有する情報の公開に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（市長による管理） 

第１６条 第２条から第１１条まで及び様式第１号から様式第９号までの規定は、指定管理

者に代わって、市長がサービスエリア利活用拠点施設の管理を行う必要が生じた場合につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「利用料金」とあるのは「使用料」と、

第２条第１項中「利用許可」とあるのは「使用許可」と、「サービスエリア利活用拠点施

設（施設・設備器具）利用許可申請書」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設（施

設・設備器具）使用許可申請書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、同条第２項

中「利用許可」とあるのは「使用許可」と、第３条中「指定管理者」とあるのは「市長」

と、「サービスエリア利活用拠点施設利用許可書（様式第２号。以下「利用許可書」とい

う。）」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用許可書（様式第２号。以下「使

用許可書」という。）」と、第４条第１項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、「利

用許可」とあるのは「使用許可」と、「サービスエリア利活用拠点施設利用（変更・取消）

申請書（様式第３号。以下「利用（変更・取消）申請書」という。）」とあるのは「サー

ビスエリア利活用拠点施設使用（変更・取消）申請書（様式第３号。以下「使用（変更・

取消）申請書」という。）」と、第４条第２項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、

「利用（変更・取消）申請書」とあるのは「使用（変更・取消）申請書」と、「利用許可」

とあるのは「使用許可」と、「サービスエリア利活用拠点施設利用（変更・取消）承認書」

とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用（変更・取消）承認書」と、第５条中「指

定管理者」とあるのは「市長」と、「利用の許可」とあるのは「使用の許可」と、「利用

を制限」とあるのは「使用を制限」と、「サービスエリア利活用拠点施設利用（取消・制

限・停止）決定書」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用（取消・制限・停止）

決定書」と、第６条第１項中「指定管理者の承認を得た上で、市長に」とあるのは「市長

に」と、同条第３項中「市長及び指定管理者」とあるのは「市長」と、「その利用」とあ

るのは「その使用」と、第７条第２項中「サービスエリア利活用拠点施設利用料金減免申

請書」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用料減免申請書」と、「指定管理者」

とあるのは「市長」と、第８条第１項第１号中「指定管理者」とあるのは「市長」と、「利

用の許可」とあるのは「使用の許可」と、同条同項第２号中「指定管理者が市長と協議し

て」とあるのは「市長が」と、同条同項第４号中「指定管理者」とあるのは「市長」と、

同条第２項中「サービスエリア利活用拠点施設利用料金返還申請書」とあるのは「サービ

スエリア利活用拠点施設使用料返還申請書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、
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第９条中「利用許可」とあるのは「使用許可」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、

第１０条及び第１１条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第１号中「サービス

エリア利活用拠点施設（施設・設備器具）利用許可申請書」とあるのは「サービスエリア

利活用拠点施設（施設・設備器具）使用許可申請書」と、「指定管理者」とあるのは「市

長」と、様式第２号中「サービスエリア利活用拠点施設利用許可書」とあるのは「サービ

スエリア利活用拠点施設使用許可書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第

３号中「サービスエリア利活用拠点施設利用（変更・取消）申請書」とあるのは「サービ

スエリア利活用拠点施設使用（変更・取消）申請書」と、「指定管理者」とあるのは「市

長」と、様式第４号中「サービスエリア利活用拠点施設利用（変更・取消）承認書」とあ

るのは「サービスエリア利活用拠点施設使用（変更・取消）承認書」と、「指定管理者」

とあるのは「市長」と、様式第５号中「サービスエリア利活用拠点施設利用（取消・制限・

停止）決定書」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用（取消・制限・停止）決

定書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第８号中「サービスエリア利活用

拠点施設利用料金減免申請書」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用料減免申

請書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第９号中「サービスエリア利活用

拠点施設利用料金返還申請書」とあるのは「サービスエリア利活用拠点施設使用料返還申

請書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と読み替えるものとする。 

（その他） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第１２条から第１５条までの規

定は平成２６年１０月１日から施行し、第２条から第１１条までの規定は平成２７年１月１

日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第２５号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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